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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する事項

(1)連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　６社

・連結子会社の名称

㈱ホンダ自販タナカ、㈱タナカエンジニアリング、エフ・ティ・プレシジョン・インコーポレーテッド、タナカ・プ

レシジョン（タイランド）カンパニーリミテッド、タナカ・プレシジョン・ベトナム・カンパニーリミテッド、エイ

シアン・タナカ・バンコク・カンパニーリミテッド

(2)非連結子会社の名称など

・非連結子会社　芦崎精機㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

(3)持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社の状況

・会社の名称　　芦崎精機㈱

（持分法の範囲から除いた理由）

　　　持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、持分法の適用範囲から除外しております。

(4)連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、タナカ・プレシジョン・ベトナム・カンパニーリミテッドの決算日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

(5)会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券……………時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品…………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

貯蔵品………………………金型については個別法による原価法、その他の貯蔵品については主として 終仕入原価

法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産………………主として定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１

日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、

在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　６～40年

機械装置及び運搬具　　３～10年

ロ．無形固定資産………………定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

ハ．リース資産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金…………………売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括費用処理することとしております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な

お、在外連結子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、当該在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

・消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計上の見積りの変更

　当社は、顧客に対する供給義務を果たすために保有する補修用部品等に係るたな卸資産については、従来、顧客から入

手した受注見込み等に基づく処分見込価額まで帳簿価額を切り下げる方法を採用しておりましたが、たな卸資産の生産・

在庫管理の合理化の前提として蓄積してきた製品等の出荷データにより当該ライフサイクルの実態把握が可能となったこ

とから、たな卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反映させるため、当連結会計年度か

ら、入庫あるいは生産から一定の期間を超える場合に一定の率に基づいて規則的に帳簿価額を切り下げる方法に変更して

おります。この結果、従来の方法と比べて、当連結会計年度の売上原価が311,451千円増加し、営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失が同額増加しております。

３．記載金額は、千円表示しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1)担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 653,442千円

土地 644,092千円

計 1,297,534千円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 2,250,000千円

１年内返済予定の長期借入金 1,425,653千円

長期借入金 4,539,818千円

債務保証 183千円

計 8,215,654千円

(2)有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　 57,201,572千円

(3)偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対し債務保証を行っております。

従業員　１名　　　　　　　　183千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

普通株式 9,763,600株 － － 9,763,600株

(2)自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

普通株式 2,855株 － － 2,855株

(3)剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

（決議） 株 式 の 種 類
配 当 金 の 総 額

（千円）
１ 株 当 た り
配 当 額 （ 円 ）

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月21日
定時株主総会

普通株式 58,564 6 2019年３月31日 2019年６月24日

2019年10月31日
取締役会

普通株式 48,803 5 2019年９月30日 2019年11月29日
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６．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金は銀行借入により調達しております。一時的な余資は主に流動

性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びにファクタリング債務は、６カ月以内の支払期日であります。

短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達

を目的としたものであります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権については、与信管理規程に従い、取引先毎に与信枠の設定を行い、期日及び残高を管理するとと

もに、定期的に信用調査を行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会

社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

ロ．市場リスク（時価等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、市況や取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社及び各連結子会社は、適時に資金計画を作成、更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを

管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており

ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額

が変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち約73％が本田技研工業㈱及びそのグループ会社に対するもの

であります。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 6,340,082千円 6,340,082千円 －

② 受取手形及び売掛金 2,997,872千円 2,997,872千円 －

③ 投資有価証券 1,846,019千円 1,846,019千円 －

資産計 11,183,975千円 11,183,975千円 －

① 支払手形及び買掛金 1,277,357千円 1,277,357千円 －

② 電子記録債務 612,174千円 612,174千円 －

③ ファクタリング債務 717,429千円 717,429千円 －

④ 短期借入金 3,515,000千円 3,515,000千円 －

⑤ 長期借入金 6,306,201千円 6,306,004千円 △196千円

⑥ リース債務 85,695千円 87,257千円 1,562千円

負債計 12,513,857千円 12,515,224千円 1,366千円

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

③ 投資有価証券

これらの時価については、株式等は取引所の価格によっております。

負債

① 支払手形及び買掛金、② 電子記録債務、③ ファクタリング債務並びに④ 短期借入金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

⑤ 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。また、固定金利によるものは、元金利の合計額を同様の新規借入

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

なお、１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて記載しております。

⑥ リース債務

リース債務の時価は、新規に同様の取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 671,118千円

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、資産の「③ 投資有価証券」

には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 　　　1,577円30銭

(2)１株当たり当期純損失　　　  68円71銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

② その他有価証券…………………時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・製品、原材料、仕掛品…………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

・貯蔵品……………………………金型については個別法による原価法、その他の貯蔵品については 終仕入原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産……………………定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　６～38年　　機械及び装置　４～９年

② 無形固定資産……………………定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

③ リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)引当金の計上基準

① 貸倒引当金………………………貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

② 退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、翌事業年度に一括費用処理することとしております。

(4)その他計算書類作成のための基本となる事項

① 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会

計処理の方法と異なっております。

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計上の見積りの変更

　当社は、顧客に対する供給義務を果たすために保有する補修用部品等に係るたな卸資産については、従来、顧客から入

手した受注見込み等に基づく処分見込価額まで帳簿価額を切り下げる方法を採用しておりましたが、たな卸資産の生産・

在庫管理の合理化の前提として蓄積してきた製品等の出荷データにより当該ライフサイクルの実態把握が可能となったこ

とから、たな卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反映させるため、当事業年度から、

入庫あるいは生産から一定の期間を超える場合に一定の率に基いて規則的に帳簿価額を切り下げる方法に変更しておりま

す。この結果、従来の方法と比べて、当事業年度の売上原価が311,451千円増加し、営業損失、経常損失及び税引前当期純

損失が同額増加しております。

３．記載金額は、千円表示しております。
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４．貸借対照表に関する注記

(1)担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 653,442千円

土地 644,092千円

計 1,297,534千円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 2,250,000千円

１年内返済予定の長期借入金 1,425,653千円

長期借入金 4,539,818千円

債務保証 183千円

計 8,215,654千円

(2)有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　 27,133,484千円

(3)偶発債務

① 従業員の金融機関からの借入金に対し債務保証を行っております。

従業員　１名 183千円

(4)関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 1,340,956千円

② 短期金銭債務 303,418千円

５．損益計算書に関する注記

(1)関係会社との取引高

売上高 10,524,519千円

仕入高 922,093千円

その他の営業取引高 592,435千円

営業取引以外の取引高 1,322,397千円

(2)期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。

277,628千円

(3)減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

富山県富山市 遊休

機械及び装置 76,332千円

工具器具及び備品 2,615千円

建設仮勘定 10,511千円

合　計 89,459千円

(グルーピングの方法）

　当社は、原則として、事業用資産については事業所を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別

資産ごとにグルーピングを行っております。

(減損損失に至った理由）

　遊休資産については、今後事業の用に供する予定がなくなったため、当該固定資産につき回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

(回収可能価額の算定方法）

　当該資産の回収可能価額は正味売却価額により算定しており、対象資産は他への転用や売却が困難であることから、正

味売却価額をゼロとして評価しております。
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普通株式 2,855株 － － 2,855株

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,029,381千円

投資有価証券評価損否認額 573,786千円

有形固定資産の減価償却超過額 202,404千円

関係会社出資金評価損否認額 180,644千円

繰越外国税額控除 164,903千円

棚卸資産評価損 94,868千円

未払費用（賞与及び法定福利費）否認額 78,641千円

研究開発費 64,756千円

関係会社株式評価損否認額 10,809千円

その他 83,784千円

小計 2,483,982千円

評価性引当額 △2,483,982千円

繰延税金資産小計 －

繰延税金資産純額 －

繰延税金負債

前払年金費用 △248,226千円

有価証券評価差額 △115,424千円

その他 △4,535千円

繰延税金負債小計 △368,185千円

繰延税金負債純額 △368,185千円
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等

種　類
会社等の

名称
（住所）

資本金
事業の
内容

議決権等の所有
(被所有)割合

関係内容

取引内容 取引金額 科目 期末残高

直接 間接
役員の
兼任等

事業上
の関係

千円 ％ ％ 千円 千円

その他の
関係会社

本田技研
工業㈱

（東京都
　港区）

86,067,000

四輪車・
二輪車・
汎用機
製造販売

(24.3) － －
当社製品の
販売及び

材料の購入

製品の
販売

8,013,571 売掛金 609,236

材料の
購入

922,093 買掛金 73,864

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　１　製品の販売価格の決定方法は、経済合理性に基づき市場価格及び当社の生産技術などを勘案して見積書を作成し、

それを提出のうえ、価格交渉を行い決定しております。

　　２　材料の購入については、市場価格を参考に価格交渉を行い決定しております。

取引金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)兄弟会社等

種　類
会社等
の名称
(住所)

資本金
事業の
内　容

議決権等の
所有(被所有)

割合

関係内容

取引内容 取引金額 科目 期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

千円 ％ 千円 千円

その他の
関係会社
の子会社

㈱ﾎﾝﾀﾞ
ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ
(東京都
港区)

1,600,000

内　外
物資の
輸出入
及　び
販　売

－ －
当社製品の
販売及び

材料の購入

製品の
販売

440,243 売掛金 129,073

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　　製品の販売価格の決定方法は、経済合理性に基づき市場価格及び当社の生産技術などを勘案して見積書を作成し、そ

れを提出のうえ、価格交渉を行い決定しております。

取引金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3)子会社等

種　類
会社等
の名称

（住所）
資本金

事業の
内　容

議決権等
の所有

(被所有)割合
関係内容

取引内容 取引金額 科目 期末残高

直接 間接
役員の
兼任等

事業上
の関係

千円 ％ ％ 千円 千円

子会社

㈱ﾀﾅｶｴﾝｼﾞ
ﾆｱﾘﾝｸﾞ
(富山県
富山市)

10,400

自動車
部　品
製　造
販　売

100.0 －
兼任
6名

工作用機
械・金型の
設計及び製

造販売

設備の
購入

783,194 未払金 164,312

資金の
貸付

750,000
短期

貸付金
300,000

資金の
回収

700,000

子会社

ｴﾌ･ﾃｨ･
ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ･

ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ
(ｱﾒﾘｶｵﾊｲｵ州)

1,912,911

自動車
部　品
製　造
販　売

65.0 －
兼任
2名

技術提携
契約に基
づき当社
自動車部
品を製造

販売

製品の
販売

（注１）
1,716,647 売掛金 148,695

取引条件ないし取引条件の決定方針等

１　製品の販売価格の決定方法は、経済合理性に基づき市場価格及び当社の生産技術などを勘案して見積書を作成し、

それを提出のうえ、価格交渉を行い決定しております。

２　設備の購入については、市場価格を参考に価格交渉を行い決定しております。

３　貸付利率については、市場金利を参考に交渉の上決定しております。

取引金額には、消費税等は含まれておりません。

(注1)この取引は、関連当事者である㈱ホンダトレーディングを経由した、実質的な当社との取引が269,460千円、当社と

の直接取引が1,447,186千円であります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額　　　652円12銭

(2)１株当たり当期純損失　　 97円49銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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